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多 目的ブイを用いたネットワーク型津波警報 システムの人的被害
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The authors assess the capability of multi-purpose buoy system for tsunami warning, by calculating the number of po-

tential tsunami casualty. The method is developed by integration of tsunami numerical models and GIS analysis with

population database and fragility functions. The present method is applied to the potential tsunami events along the

Sunda megathrust to assess the effect of tsunami casualty mitigation by implementing international/regional tsunami ob-

servation network of multi-purpose buoy system. The results imply that the international tsunami observation network

can contribute to reduce the tsunami casualty along the Indian Ocean countries up to 60% by expecting the lead time to

issue the early warning.

2.　は じめ に

2004年 スマ トラ島沖地震 津波を契機 に進め られ たイ ン

ド洋津波警 報 システ ム構想(た とえばIOC,2006)は,

太平洋 の津波 警報技術 のイ ン ド洋へ の移転 を前提 と した

もので ある.し か し,高 度 な津波警報技術 の運用 はイ ン

ド洋沿岸諸 国に とって財政 的負担が大 きい ことに加 え,

運 用 にあた る人材の育成,技 術課題 の解 決,維 持管理 の

持 続可能性 に大 きな不安 が残 る.こ れ らの課題 を克服 す

るため,安 価 で維持管理 しやす く,特 に沿 岸漁業 や観光

業の 日常 的な海洋観測ニー ズを満たす ブイ(多 目的 ブイ)

をイ ンド洋沿 岸地域で運用 し,そ のブイで津波観測 も行

うことで予報 体制を構築 す るとい う新 しい津波防災対策

が 目黒 ・高 島(2006)に よ って提案 された.本 研究 は,多

目的 ブイネ ッ トワークによ る津波警報 シス テムの有効性

を,観 測情報 の活用 によ る人 的被害軽減効 果 に着 目 して

検証 を行 うことを 目的 とす る.

まず イ ン ド洋で起 こ りうる津波 を網羅 的 に考慮す るた

め,ス ンダ海 溝沿 い に160通 りの地 震津波 シナ リオ を想

定 し,各 地域 の津波浸水 エ リア内 の人 的被 害数 を推計 す

る.次 に,160通 りの津波 シナ リオ に対 し,津 波 が発生

した際 に最 も早 く津波 を検知 し観測情報 を発信で きる地

域 を推定 し,多 目的 ブイネ ッ トワークの人 的被害軽減効

果 を各地域 の避 難の実施 によ る人的被害 の軽 減率 と軽減

数 との関連 で評価 す る.最 後 に,多 目的 ブイ ネッ トワー

クの有効性 を検討 す るため,各 津波 シナ リオ にお いて,

イ ン ド洋全体 で ブイを ネ ッ トワーク化 して観 測情報 を共

有 した場合 と各 国内の観測網 だ けで情報共有 した場合 の

人 的被害軽減率 の差を比較 す る.

2.　津 波 に よ る人 的被 害 の推 計

(1)　想定津波 と数値解析

図-1に 示 す ように,(20°S,65°E)か ら(25°N,130°E)ま

でを計 算領域 として津波 の数値解 析を行 う.計 算 には,

地球座 標系 の線形長 波理論 に基 づ く差分 モデルを採用す

る(た とえ ばNaganoら,1991).空 間 格 子 間 隔 は1分

(約1,800m),時 間格子 間隔 は3秒,時 間積分 は14,400step

(12時 間)と した.海 底地 形 デー タは,GEBCO (British

Oceanographic Data Centre, 1997)の1分 グ リッ ドデー タを

利用 した.イ ン ド洋 で発生 し得 る巨大地震 の発生地域 に

つ いて は,USGSに よ る1971年 以降 の地 震震央分 布 とテ

ク トニ クスを考慮 し,ス ンダ海溝 沿 いに限定 す ることと

した.図-1中 の● は,本 研究 で想定 した地震 断層の基準

点 の位 置で ある.ス ンダ海溝 に沿 って40点 を設 定 し,既

往 のス ンダ海溝沿 いの 巨大地震 を考 慮 してモーメ ン トマ

グニ チ ュー ドMwを8.0,8.3,8.7,9の4通 りで計160ケ ー

スのプ レー ト境界型低 角逆断層地震 を想定 した.断 層面

の走 向はプ レー ト境 界 と整合 するよ うに し,断 層面基準

点(上 端)の 深 さは10kmと した.ま た,断 層長 さ ・幅

L,Wは,Wells・Coppersmith(1994)に よ る断層 モデル の

幾何学 的経験則 に整 合す るよ うに決定 し,断 層滑 り量D

は佐藤 ら(1989)に よるMwとMoの 関係 式か ら地震 モー

メ ン トMoを 求 め,Mo=μDLWの 関係 式 か ら算 定 した

(地盤 の剛性率 μ=3.0×1010N/m).

(2)　人的被害推 計モデ ル

津波 によ る人的被害 の推計 モデル は,越 村 ら(2005)

が提案 したPotential Tsunami Exposure(津 波 曝露人 口)

の推計 モデル を基礎 として,ブ イによ る津波警報 の発令

か ら各 国沿岸部へ の津 波到達 までの リー ドタイム と避難

率,お よび津波浸水深 に対す る死亡率 を考慮す る.津 波

浸水域 内(計 算 格子毎)の 推定死 亡者数PED(Potential
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図-1　計算領域と地震シナリオの概要(図 中の数字は断層の番号)

図-2　 人 口統計 デー タ(LandScan)

Exposed-Death)を 次 式 の よ うに定 義 す る.

(1)

こ こで ηは浸水 深,LTは 津 波観 測 ・警 報 によ る リー ド

タイム(後 述),Popは 浸水域 内人 口(計 算格子毎),α

(η)は 浸水 深 ηに応 じた死 亡率,β(LT)は リー ドタイ

ムに応 じた避難率 であ る.

陸上 の津波浸水 深お よび曝露人 口を算定す べ き陸地 の

格 子 は,標 高30m,海 岸 線か ら5kmを 制約 条件 と して設

定 す る.浸 水深 ηは,対 象 とす る陸上格子 か ら最短 の海

域 の格 子 をGISを 用 いて探 索 し,そ この計算 津波 高 を

代 表値 と して算 出 した.ま た,η を算 出 した陸上格子 と

人 口統計 デ ー タ(Ork Ridge National Laboratory,2006)

をGIS分 析 に よ り関連 づ け,浸 水 した陸上格 子毎 に浸

水域内人 口Popを 算 出 した.

津 波 に よ る 人 的 被 害 は,大 家 ら(2006),木 村 ら

(2006)が2004年 スマ トラ島沖地震 津波 の被害 事例 を用

いて浸水深 に対す る死亡 率 とい う形 でそれぞ れ提案 して

いる.こ こで は,Koshimuraら(2008)がBanda Acehの

津 波 浸 水計 算 と人 的被 害 デ ー タを 元 に して構 築 した

Fragility関 数 を 利 用 す る.津 波 に よ る 人 的 被 害 の

図-3　 津波浸水深 に対応 した人的被害関数

Fragilityを 図-3お よ び 次 式 に示 す.

(2)

φは標準正 規分布 の累積確 率分布関数 であ り,μ,σ は

それぞ れ ηの平均値 お よび標準偏差(μ=3.634,σ=1.356)

で ある.

(3)　津波観測 による リー ドタイム と避難率

リー ドタイ ムLTと は,津 波警報 発令か ら沿岸部 への

津波到 達 まで の時 間(分)と して次 式で定義 し,ブ イの

設置地 点(後 述)と 沿 岸部 においてそれぞ れ数値 解析結

果 か ら求めて お く.

(3)

ここでTarは 沿岸 の津波到達 時間(水 位変動 ±20cm以 上

が記 録 され た時間)と して沿岸 域の計算格子毎,津 波 イ

ベ ン ト毎 に計算 してお く.T0は 津 波警報 発令 時 間で あ

り,設 置 した ブイが最 も早 く津波 を検知 した時間Ti(水

位 変動 ±20cmが 観 測 される時間)に15分 の猶予 を加 え,

式(4)で定 義す る.15分 の猶予 を設 定 した の は,2004年

ス マ トラ島沖地震 津波 の周期 約1時 間の1/4周 期 に相 当す

る時間 を津波検 知 の時 間 として見積 もったた めで あ る.

過去 の事 例 と して は,2007年9月11日11:10(UTC)に 発

生 したスマ トラ島沖地震 時 に発震後14分 で太平洋津 波警

報 セ ンター(PTWC)か ら津波警 戒速 報第1報 が伝 え ら

れて い る.

(4)

リー ドタイムに対 す る避難率 βは,津 波災害 につ いて

は既 往の研究が ない.こ こで は,片 田 ら(2000)に よる

豪雨 災害時 の住民 の情報取得 に関す る研究 と,岡 本 ・目

黒(2007)の 津波 避難行動 シ ミュレー ションの結果 を参

考 に して,便 宜 的に図-4に 示 すよ うに与 えた.

(4)　人 的被 害推計結果

上述 した手法 に従 い,160通 りの津波発 生 シナ リオに

基 づ く津波数 値解析 を実施 し,人 的 被害PEDの 推計 を

行 った.図-5に 例 示す るの は,ス ンダ海溝 に沿 ってMw=
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図-4　 リー ドタイ ムLTと 避難 率 βの 関係

図-5　 イ ン ド洋 沿岸 諸 国のPED試 算結 果(M8.7の 地震 の例)

8.7の地 震 の発生 を想定 したPEDの 国毎 の試算 結果 であ

る.図 の横軸 は断層番号(図-1参 照)で,各 番号 で示 し

た位置 の断層 帯で地 震津 波が発 生 した場合 のPEDを,

上か らモ ルデ ィ ブ/ニコバ ル,ス リラ ンカ,イ ン ドネ シ

ア,マ レー シア,タ イ,ミ ャンマ ー,バ ングラデ ィシュ,

イ ン ドの順 に示 して ある.た だ し,こ こで示 した結果 は,

避 難行 動 を考慮 して いな い(β=0).国 毎 の人 的被 害 の

様相 は津波発生 地 によ り異 な り,特 に断層 番号20番 を境

に して顕著 に現 れ る.す なわち,ス マ トラ島以北で 巨大

地震 が発生 した場 合 には,イ ン ドにお ける人 的被害が大

勢 を占め,ス マ トラ島以南 の場 合 にはイ ン ドネ シアで の

人 的被 害が圧倒 的に増 加す る ことが分か る.

次 に,地 震 の発 生確 率 を考慮 して,PEDの 期待値 を

算 出す る.こ れ によ り,潜 在 的な津 波被災者 が多い と考

え られ る地域 を探索 す ることが可能 であ る.ま ず,イ ベ

ン トiの 沿岸部 津波 浸水域 内 の推 定死 亡者数PEDiを 求

め,イ ベ ン ト毎 の津 波発生 確率Kiを 乗 じて総 和 を とる

ことによ り,人 的被 害 のPEDの 期待値 を式(5)に よ り算

出す る.

図-6　 イ ンド洋の津波危険度(PEDの 期待値)

(5)

ただ し,ス ンダ海溝沿 いの巨大地震発生 確率 につ いて

は未解明 な部分 も多 く,Sieh(2007)が ス ンダ海溝 の北部

と南部 に分 けて歴 史津波 と現在 の地盤 の変動 量か ら,今

後 の発 生危険度 について定性 的に考察 してい るもの の,

現段 階で は定量 的に示 され た ものがな い.ま た,ス マ ト

ラ島付 近以外 の地震 津波 につ いての言及が ないな どの懸

念が あるが,本 研究 で はKiを グーテ ンベル ク ・リヒター

の式(6)を援用 して求め た.

(6)

こ こでnは 地 震 の マ グ ニ チ ュ ー ドMに 対 して 統 計 を

と っ た地 震 の発 生 回 数 で あ り,aお よ びbは 地 域 毎 に 同

定 さ れ る定 数 で あ る.こ こで はb=1と 仮 定 した.発 生 し

得 る地 震 の マ グ ニ チ ュ ー ドに応 じてKi(i=1,160)を 算 出

し た.た と え ば,M=8.0の 場 合 に は,上 式 か ら求 ま る地

震 発 生 回 数 をnM(Mw=8.0,8.3,8.7,9.0)と して,式(7)で

算 出 した(Kiの 総 和 は1に な る).

(7)

図-6に,算 出 したPEDの 空 間分布 の例(ス リランカ
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図-7　多 目的ブイの設置位置

東 岸 とスマ トラ島北部)を 示 す.ス マ トラ島北部で は,

西 岸 に沿 ってPEDが 高 く,人 口分布 と津波 高 に応 じて

津波危険個所 を選定す る ことがで きた.

3.　津 波 警 報 シ ス テム によ る 人 的被 害軽 減 効 果

上述 の評価 手法 を踏 まえて,多 目的 ブイネ ッ トワー ク

による予報体 制 の有無 によ る被害軽減効 果を議論 す る.

ここでい う多 目的 ブイ とは,沿 岸部 の事 業主体(自 治体,

観光業者,漁 業関係者,リ ゾー トホテル等)が 運用 す る

ことを想定 して お り,た とえ ば加藤 ら(2005)に よ り提

案 され てい るGPSブ イを沿岸 部 に設置 す る ことによ る

津波検 知を想定 してい る.ブ イの仮 想設置位 置は,人 口

1万人 以上の都市 の沿岸 を制約条件 と して,160ケ ースの

想定 津波毎 に最 も早 く津波が到達 す る地点 を設 置可能地

点 とした.図-7に,想 定 した ブイ設置位置 を示す.こ れ

らの ブイネ ッ トワークによる津 波の早期検知 を考慮 して,

リー ドタイムに対応 した避難 率を考慮 して人 的被害数 を

推 計す る.ま た,ブ イのネ ッ トワーク化 によ る効果 を見

るた めに,ブ イか らの津波検 知情報 をイ ン ド洋沿岸諸 国

が各 自で利用 して予報 を行 う場合 とイ ン ド洋全体 で共 有

す る場合 に分 けて検討 を行 った.

(8)

人 的 被 害 軽 減 効 果(PMR:Potential-damage Mitigation

Ratio)を 式(8)に示 す.す なわち,イ ベ ン トi毎 に リー ド

タイ ムの有無 に よるPEDの 差 を分子 に と り,リ ー ドタ

イ ムを考 慮 しな い場 合 のPEDで 除 した値 として定 義す

る.リ ー ドタイムLTの 算 出 には,図-7に 示 した仮想 ブ

イ設置位置 と沿 岸部で 出力 した計算津波波形 を用 いた.

図-8に,タ イ南 部 ・スマ トラ島お よびイ ン ド南部 ・ス リ

ラ ンカにお けるPMRの 空 間分 布 を例示 す る.PMRの 算

定 には,イ ン ド洋全体 での ブイの活用(図-7の 配置)を

前提 とした.図 の見やす さのため,PMR>0.3の 地域 のみ

を黒 い ドッ トで示 してあ る.ス ンダ海 溝沿 いの巨大 地震

図-8　 イン ド洋沿岸の人的被害軽減率の期待値(PMR)

の発生 を考 えた場 合,波 源 か ら遠方 にある地 域で はブイ

に よる津波検知 の効果 が高 い と判断で き る.し か し,波

源 に近 いスマ トラ島西岸 にお けるブイの効 果 は他国 よ り

低 く(イ ン ドネ シア全 体 で,PMRは0.2程 度),ス マ ト

ラ島で は,ブ イ観測 によ る人的被害 の軽減 には限界 があ

ることが分 か る.こ れは,ス マ トラ島への津波 の到達 時

間が他 の どの地域 よ りも早 く,イ ン ド洋全体で観 測情報

を共有 した と して も,リ ー ドタイムを大幅 に稼 ぐことが

難 しいためである.こ のような地域 では,津 波観測施設 ・

予警報 シス テムの整備 に加え,迅 速 な避難 を促 すための

対策 も必要 となる.

最 後 に,イ ン ド洋 全体で国際 的な津波観測 ネ ッ トワー

クを構築 した場合 と,各 国が独 自の観測網 で津 波検知 を

行 った場合 の人 的被害軽減効果 を比較 した結 果を図-9に

示す.イ ン ド洋 全体で津波観測 情報 を共有 す ることによ

り,多 くの国で人的被害軽減効 果が見込 め ることが分 か

る(最 大9倍 程 度の被害軽減 効果).た だ し,こ の結果 に

は津波波源近 傍の スマ トラ島沖で の観測施 設の整備 が大

き く寄与 してい るこ とに注 意が必要 であ る.自 国沿岸部

だ けでな く,イ ン ド洋全 体 という大局 的視野 に立 った観

測施設 の整備 と情報共 有が重要で あ る.イ ン ド洋沿 岸諸

国 が津波 対策 を考 え る場合 には,自 国周辺 の津波観 測体

制 のみに 目を向 けるので はな く,他 国の観測施設 も融通

しあ って活用す る ことが人的被害 の軽減 に大 きく寄与で

きる ことが明 らかにな った.た とえば上記 の結 果を活用

して,沿 岸各地 の ブイ設置 ・維持 費用負担率 を決定す る
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図-9　 ブイ のネ ッ トワー ク化 によ るPMRの 国別比 較

などの仕組 みが望 まれ る.

4.　おわ りに

本研究 で得 られ た結果 を以下 に列挙 す る.

各地域 の津 波危険度 を,津 波が発生 した際 に被害者 の

絶 対数 が多 い地 域(PEDの 期待 値高)と して定量 的 に示

す ことがで きた.こ の結果 は,津 波防災対 策推進地域 の

優先 順位付 けに利 用で きる と考え られ る.

イ ン ド洋沿岸 にお いて,津 波 によ る人 的被 害の軽減 に

効果 的な多 目的 ブイの設置位 置を推定 した.主 に ミャ ン

マー,ニ コバ ル,イ ン ドネ シアが津波観測情報 発信国 と

なればイ ン ド洋全体 での人的被害 の軽減が可能 であ るこ

とが分 か った.

各地 の人 的被害軽 減率PMRを 推計 した結果,広 範 囲

に多 目的 ブイの ネ ッ トワー クを構築 すれば人 的被害 の大

幅削減が可 能で ある ことが分か った.特 にイ ン ド・ス リ

ランカ ・バ ング ラデ ィ シュ ・タイなどで は最大96%の 軽

減が可能 であ る.ま た,多 目的 ブイネ ッ トワークによ る

人的被害軽減 率の期待値 は,沿 岸各地 の ブイ設置 ・維持

費用 負担率 を決 め る際 に も活 用で きる.

国毎 の多 目的 ブイの ネ ッ トワーク化 の効果 を,人 的被

害軽減 率 を尺度 に して,自 国内のみで ネ ッ トワーク化す

る場合 とイ ン ド洋全 体で共有 す る場合 に分 けて評価 した.

その結 果,イ ン ド洋 全体で観測 ネ ッ トワークを整備 した

場合 に は,自 国のみ の場 合 に比べ て最 大9倍 程度 の人的

被害軽減 が見込 める ことが分 か った.多 目的 ブイに よる

観測 ネ ッ トワークが津 波警報 システム と して十分 な効果

を 持 っ こ とが 分 か っ た.
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